
規

則

訓

令

１
株
式
会
社
日
本
政
策
投
資
銀
行
が
危
機
対
応
業
務
を
行
う
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地

\
変
更
事
項

変
更

前
変

更
後

営
業
所
又
は
事
務
所
の
名
称
：
北
陸
支
店

営
業
所
又
は
事
務
所
の
名
称
：
北
陸
支
店

郵
便
番
号
：
9
2
0
`
0
9
3
7

郵
便
番
号
：
9
2
0
`
0
0
3
1

所
在
地
：
石
川
県
金
沢
市
丸
の
内
４
番
1
2号

所
在
地
：
石
川
県
金
沢
市
広
岡
三
丁
目
１
番
１
号

電
話
番
号
：
0
7
6
`
2
2
1
`
3
2
1
1

電
話
番
号
：
0
7
6
`
2
2
1
`
3
2
1
1

]
変
更
年
月
日

平
成
2
4年
７
月
1
7日

^
変
更
の
理
由

移
転
の
た
め

告

示

平成™›年�月™—日 金曜日 第œŸ›�号官 報

人
事
院
は
、
国
家
公
務
員
法
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則

八
e

一
二
（
職
員
の
任
免
）
の
一
部
改
正
に
関
し
次
の
人

事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
日

人
事
院
総
裁

原

恒
雄

人
事
院
規
則
八
e

一
二
e

一
〇

人
事
院
規
則
八
e

一
二
（
職
員
の
任
免
）
の
一
部

を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
八
e

一
二
（
職
員
の
任
免
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
四
条
第
一
項
中
「
、
三
年
」
を
「
三
年
、
同
項
第

十
三
号
に
掲
げ
る
採
用
試
験
に
係
る
名
簿
に
あ
っ
て
は
一

年
二
月
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
内
閣
府
訓
令
第
二
十
二
号

内
閣
府
政
策
統
括
官
の
職
務
分
担
に
関
す
る
訓
令
の
一

部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
日

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

内
閣
府
政
策
統
括
官
の
職
務
分
担
に
関
す
る
訓
令

の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

内
閣
府
政
策
統
括
官
の
職
務
分
担
に
関
す
る
訓
令
（
平

成
十
三
年
内
閣
府
訓
令
第
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

別
表
「
科
学
技
術
政
策
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
担
当
」
の

項
１
中
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
第
三
号
の
次
に
次
の
一

号
を
加
え
る
。

四

宇
宙
の
開
発
及
び
利
用
（
以
下「
宇
宙
開
発
利
用
」

と
い
う
。）の
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
推
進
を
図
る
た

め
の
基
本
的
な
政
策
に
関
す
る
事
項

別
表
「
科
学
技
術
政
策
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
担
当
」
の

項
中
２
か
ら
７
ま
で
を
６
か
ら
11
ま
で
と
し
、
１
の
次
に

次
の
よ
う
に
加
え
る
。

２

宇
宙
開
発
利
用
に
関
す
る
関
係
行
政
機
関
の
事
務
の

調
整
に
関
す
る
こ
と
。

３

宇
宙
開
発
利
用
の
推
進
に
関
す
る
こ
と
（
他
省
の
所

掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）。

４

内
閣
府
設
置
法
第
四
条
第
三
項
第
七
号
の
四
の
人
工

衛
星
等
を
定
め
る
政
令
（
平
成
二
十
四
年
政
令
第
百
八

十
五
号
）
で
定
め
る
人
工
衛
星
及
び
そ
の
運
用
に
必
要

な
施
設
又
は
設
備
の
整
備
及
び
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

５

第
二
項
か
ら
前
項
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
宇

宙
開
発
利
用
に
関
す
る
施
策
に
関
す
る
こ
と
（
他
省
の

所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）。

附

則

こ
の
訓
令
は
、
平
成
二
十
四
年
七
月
十
二
日
か
ら
施
行

す
る
。

〇
法
務
省
令
第
三
十
二
号

不
動
産
登
記
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）

第
七
条
（
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、
登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
日法

務
大
臣

滝

実

登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

第
一
条

登
記
事
務
委
任
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
法
務
府

令
第
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
条
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

２

宇
都
宮
地
方
法
務
局
日
光
支
局
管
内
栃
木
県
日
光

市
板
荷
及
び
富
岡
並
び
に
同
地
方
法
務
局
烏
山
支
局

管
内
同
県
那
須
烏
山
市
鹿
子
畑
に
属
す
る
地
域
内
の

登
記
事
務
（
商
業
登
記
の
事
務
を
除
く
。）は
、
宇
都

宮
地
方
法
務
局
で
取
り
扱
わ
せ
る
。

３

宇
都
宮
地
方
法
務
局
管
内
栃
木
県
鹿
沼
市
小
代
及

び
小
倉
に
属
す
る
地
域
内
の
登
記
事
務
（
商
業
登
記

の
事
務
を
除
く
。）は
、
宇
都
宮
地
方
法
務
局
日
光
支

局
で
取
り
扱
わ
せ
る
。

４

宇
都
宮
地
方
法
務
局
管
内
栃
木
県
さ
く
ら
市
上
川

井
に
属
す
る
地
域
内
の
登
記
事
務
（
商
業
登
記
の
事

務
を
除
く
。）は
、
宇
都
宮
地
方
法
務
局
烏
山
支
局
で

取
り
扱
わ
せ
る
。

第
二
条

登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
六
条
第
二
項
中
「
並
び
に
同
地
方
法
務
局
烏
山
支

局
管
内
同
県
那
須
烏
山
市
鹿
子
畑
」
を
削
り
、
同
条
第

四
項
を
削
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
四
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
、
同
月
六
日
か
ら
施
行

す
る
。

〇
財
務
省
令
第
四
十
九
号

財
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
五
号
）
第

二
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
財
務
省
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
日財

務
大
臣

安
住

淳

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

財
務
省
組
織
規
則
（
平
成
十
三
年
財
務
省
令
第
一
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
九
香
椎
の
項
中
「
香
椎
照
葉
五
丁
目
」
を
「
香

椎
照
葉
七
丁
目
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
金
融
庁
告
示
第
六
十
二
号

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
三
百

二
十
一
号
）
第
四
十
二
条
第
二
項
及
び
第
四
十
二
条
の
二

第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
十
九
年
金
融
庁
告
示
第

九
十
号
（
本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業
者
等
を
指
定
す
る

件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
公
布
の
日
か
ら
適

用
す
る
。

平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
日

金
融
庁
長
官

畑
中
龍
太
郎

第
一
条
中
第
二
十
八
号
を
削
り
、
第
二
十
九
号
を
第
二

十
八
号
と
し
、
第
三
十
号
か
ら
第
五
十
二
号
ま
で
を
一
号

ず
つ
繰
り
上
げ
、
第
五
十
三
号
を
削
り
、
第
五
十
四
号
を

第
五
十
二
号
と
し
、
第
五
十
五
号
か
ら
第
六
十
八
号
ま
で

を
二
号
ず
つ
繰
り
上
げ
る
。

〇
法
務
省
告
示
第
二
百
九
十
号

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特

別
措
置
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
七
条

の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
者
に
対
し
、
大
韓
民
国
を
原
資

格
国
と
し
て
外
国
法
事
務
弁
護
士
と
な
る
資
格
を
承
認
し

た
。平

成
二
十
四
年
七
月
二
十
日法

務
大
臣

滝

実

氏

名

黄

文
錫

生
年
月
日

千
九
百
七
十
年
三
月
十
日

国

籍

大
韓
民
国

〇
財

務

省

農
林
水
産
省

経
済
産
業
省
告
示
第
八
号

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
危
機

対
応
業
務
を
行
う
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
を
変
更
す
る
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、同
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

公
示
す
る
。

平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
日

財
務
大
臣

安
住

淳

農
林
水
産
大
臣

郡
司

彰

経
済
産
業
大
臣

枝
野

幸
男

〇
財

務

省

経
済
産
業
省
告
示
第
三
号

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
適
合
製
品
の
開
発
及
び
製
造
を
行
う
事
業
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
二
年
法
律
第
三
十

八
号
）
第
九
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
特
定
事
業
促
進
業
務
を
行
う
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
を
変
更
す
る

届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
示
す
る
。

平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
日

財
務
大
臣

安
住

淳

経
済
産
業
大
臣

枝
野

幸
男

š
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